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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第75期

第１四半期
連結累計期間

第76期
第１四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 1,794,725 1,812,439 8,459,419

経常利益 (千円) 7,740 49,635 357,768

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失（△）

(千円) △5,983 21,330 178,720

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 34,073 △3,902 306,189

純資産額 (千円) 4,933,693 5,132,633 5,170,989

総資産額 (千円) 9,757,281 9,671,685 9,806,971

１株当たり四半期(当期)純利益
金 額 又 は 四 半 期 純 損 失 金 額
（△）

(円) △0.69 2.47 20.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― － －

自己資本比率 (％) 49.6 51.9 51.6
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第75期第１四半期連結累計期間について

は、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため、第76期第１四半期連結累計期間及び第75

期については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成26年4月1日～平成26年6月30日）におけるわが国経済は、政府の経済政策および

金融緩和による円安・株高を背景として、輸出関連企業を中心に、企業収益の回復が見られたものの、消費税増税

前の駆け込み需要反動の影響ならびに新興国の経済成長鈍化が続くなど、依然として先行き不透明な状況で推移い

たしました。

生産設備支援業種としての当電気機器業界におきましては、企業収益の回復にともない設備投資に広がりの動き

が見られたものの、消費税増税後の景気減速懸念や、原材料価格の高止まり継続などを背景に、依然として投資姿

勢は慎重であり、力強さに欠ける受注環境で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、生産性向上に向けた変圧器製造工場建替え、タイ王国新設子会社によ

るアジア市場における需要対応、また、市場開拓部門による高速水中可視光通信装置等の新技術開発など、新たな

事業基盤の構築に積極的に取り組むとともに、原価改善、業務効率化推進など、収益力の向上に努めてまいりまし

た。

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,812百万円(前年同四半期比1.0％増)となり、利益面につきまし

ては、売上高の増加ならびに売上原価率が減少したことにより、営業利益は31百万円(前年同四半期は営業損失13百

万円)、経常利益は49百万円(前年同四半期比541.2％増)、四半期純利益は、法人税等合計20百万円を計上したことな

どにより、21百万円(前年同四半期は四半期純損失5百万円)となりました。

各セグメントごとの業績は以下の通りであります。

① 国内制御装置関連事業

エンジニアリング部門につきましては、印刷制御装置分野ならびに監視制御装置分野は増加したものの、採算性を

重視した受注活動を展開したことなどにより、配電盤分野が減少し、当部門の売上高は508百万円（前年同四半期比

5.0%減）となりました。

機器部門につきましては、電力調整器の需要が低迷したものの、エレベータセンサ需要の回復によるセンサ分野の

増加ならびに空間光伝送装置分野が増加したことなどにより、当部門の売上高は536百万円（前年同四半期比10.0％

増）となりました。

変圧器部門につきましては、データセンター向け受配電用乾式変圧器ならびに新エネルギー市場向け乾式変圧器等

が伸長したものの、前年度下期後半における駆け込み需要の反動を受け、主要取引先からの需要が減少したことなど

から、当部門の売上高は485百万円（前年同四半期比2.4%減）となりました。

以上の結果、国内制御装置関連事業の売上高は1,530百万円（前年同四半期比0.6%増）となり、セグメント利益は

49百万円（前年同四半期比10.1％減）となりました。

② 海外制御装置関連事業

海外制御装置関連事業につきましては、アジア市場はじめ、海外エレベータセンサ需要が伸長したことなどによ

り、当事業の売上高は122百万円（前年同四半期比8.2％増）となり、セグメント損失は14百万円（前年同四半期は、

セグメント損失27百万円）となりました。
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③ 樹脂関連事業

樹脂関連事業につきましては、前連結会計年度末に道路交通安全資材分野を撤退したことにより、売上が剥落した

ものの、樹脂関連製品の売上が自動車関連部品材料の需要増を受け伸長したことにより、当事業の売上高は159百万

円（前年同四半期比0.8%減）と前年同四半期とほぼ同水準となり、セグメント利益は営業外収益の助成金収入などに

より、17百万円(前年同四半期比216.6％増)となりました。

 

 (2) 財政状態の分析

① 資産の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ135百万円減少し9,671百万円となりました。

　流動資産は、95百万円減少の6,483百万円となりました。これは主に、現金及び預金が390百万円およびたな卸資

産が69百万円それぞれ増加したものの、受取手形及び売掛金が603百万円減少したことなどによるものでありま

す。

固定資産は、39百万円減少の3,188百万円となりました。これは主に、有形固定資産が17百万円および無形固定

資産が17百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

② 負債の分析

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ96百万円減少し、4,539百万円となりました。

流動負債は、19百万円減少の3,389百万円となりました。これは主にその他（未払金など）が232百万円増加した

ものの、未払法人税等が115百万円および賞与引当金が154百万円それぞれ減少したことなどによるものでありま

す。

固定負債は、77百万円減少の1,149百万円となりました。これは主に、長期借入金の減少50百万円などによるも

のであります。

③ 純資産の分析

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ38百万円減少し、5,132百万円となりまし

た。

これは主に、利益剰余金が13百万円および為替換算調整勘定が22百万円それぞれ減少したことなどによるもので

あります。

 

　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

　(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は27百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,388,950 同左
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数 1,000株

計 9,388,950 同左 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 9,388,950 ― 1,037,085 ― 857,265
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 775,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,576,000 8,576 ―

単元未満株式 普通株式 37,950 ― ―

発行済株式総数 9,388,950 ― ―

総株主の議決権 ― 8,576 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋電機株式会社

愛知県春日井市味美町２-156 775,000 ― 775,000 8.26

計 ― 775,000 ― 775,000 8.26
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,794,919 2,185,004

  受取手形及び売掛金 3,690,001 3,086,372

  商品及び製品 195,584 188,550

  仕掛品 436,593 456,447

  原材料及び貯蔵品 311,630 368,256

  繰延税金資産 110,791 132,862

  その他 41,647 67,725

  貸倒引当金 △2,286 △2,011

  流動資産合計 6,578,882 6,483,207

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 489,074 583,975

   土地 1,201,799 1,201,221

   建設仮勘定 218,178 103,710

   その他（純額） 304,472 307,115

   有形固定資産合計 2,213,523 2,196,023

  無形固定資産   

   土地使用権 226,720 215,341

   その他 48,730 42,459

   無形固定資産合計 275,451 257,801

  投資その他の資産   

   投資有価証券 343,906 348,459

   繰延税金資産 201,300 190,920

   その他 199,243 200,112

   貸倒引当金 △5,338 △4,839

   投資その他の資産合計 739,113 734,653

  固定資産合計 3,228,089 3,188,477

 資産合計 9,806,971 9,671,685
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,270,657 1,274,590

  短期借入金 1,422,187 1,436,429

  未払法人税等 151,282 35,897

  賞与引当金 208,041 53,904

  製品補償引当金 14,170 14,170

  その他 342,196 574,373

  流動負債合計 3,408,534 3,389,364

 固定負債   

  長期借入金 357,247 306,513

  長期未払金 79,993 74,893

  繰延税金負債 5,371 5,371

  役員退職慰労引当金 185,496 170,206

  退職給付に係る負債 486,251 482,293

  その他 113,087 110,410

  固定負債合計 1,227,447 1,149,687

 負債合計 4,635,982 4,539,052

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,037,085 1,037,085

  資本剰余金 857,405 857,405

  利益剰余金 3,175,626 3,162,504

  自己株式 △177,639 △177,639

  株主資本合計 4,892,477 4,879,355

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 51,909 54,753

  為替換算調整勘定 111,126 88,347

  その他の包括利益累計額合計 163,036 143,101

 少数株主持分 115,475 110,176

 純資産合計 5,170,989 5,132,633

負債純資産合計 9,806,971 9,671,685
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 1,794,725 1,812,439

売上原価 1,319,540 1,289,310

売上総利益 475,184 523,129

販売費及び一般管理費   

 運賃及び荷造費 29,401 27,374

 給料手当及び賞与 151,727 141,786

 賞与引当金繰入額 24,825 27,836

 退職給付費用 7,715 7,783

 役員退職慰労引当金繰入額 5,259 5,680

 福利厚生費 44,823 45,454

 旅費及び交通費 22,097 18,599

 減価償却費 15,112 13,667

 賃借料 14,066 13,612

 技術研究費 23,739 27,815

 その他 150,397 162,488

 販売費及び一般管理費合計 489,166 492,099

営業利益又は営業損失（△） △13,981 31,029

営業外収益   

 受取利息 530 1,471

 受取配当金 11,620 10,555

 受取賃貸料 5,060 5,395

 助成金収入 － 6,802

 雑収入 15,029 5,728

 営業外収益合計 32,241 29,952

営業外費用   

 支払利息 7,465 6,763

 不動産賃貸原価 2,942 3,793

 雑損失 110 790

 営業外費用合計 10,519 11,346

経常利益 7,740 49,635

特別利益   

 固定資産売却益 0 19

 その他 1,263 －

 特別利益合計 1,263 19

特別損失   

 固定資産除却損 3,176 8,893

 特別損失合計 3,176 8,893

税金等調整前四半期純利益 5,827 40,762

法人税、住民税及び事業税 41,434 33,292

法人税等調整額 △19,125 △13,250

法人税等合計 22,309 20,042

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△16,481 20,719

少数株主損失（△） △10,497 △610

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,983 21,330
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△16,481 20,719

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6,838 2,844

 為替換算調整勘定 43,715 △27,466

 その他の包括利益合計 50,554 △24,622

四半期包括利益 34,073 △3,902

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 36,527 1,396

 少数株主に係る四半期包括利益 △2,453 △5,298
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 10,080千円 14,450千円
 

　

 ２　偶発債務

当社及び国内連結子会社が加入する「全国システムハウス業厚生年金基金」は、平成26年２月21日開催の代議員会

において、当基金の「解散の方針」を決議いたしました。

同基金の解散に伴い費用の発生が見込まれますが、現時点においては不確定要素が多く、当社グループに与える影

響額は合理的に算定することができません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであり

ます。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 39,102千円 41,944千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 34,457 4 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 34,452 4 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２

国内制御装
置　　関連事

業

海外制御装置
関連事業

樹
脂　　　　　
関連事業

売上高       

  外部顧客への売上高 1,520,933 112,806 160,986 1,794,725 － 1,794,725

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

45,232 188,174 － 233,407 △233,407 －

計 1,566,165 300,980 160,986 2,028,132 △233,407 1,794,725

セグメント利益又は損
失（△）

55,489 △27,334 5,505 33,660 △25,920 7,740
 

(注) １　セグメント利益又は損失（△）の調整額△25,920千円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　 ２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２

国内制御装
置　　関連事

業

海外制御装置
関連事業

樹
脂　　　　　
関連事業

売上高       

  外部顧客への売上高 1,530,743 122,025 159,669 1,812,439 － 1,812,439

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

117,485 149,363 － 266,849 △266,849 －

計 1,648,229 271,389 159,669 2,079,288 △266,849 1,812,439

セグメント利益又は損
失（△）

49,860 △14,769 17,430 52,521 △2,885 49,635
 

(注) １　セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,885千円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　 ２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

   １株当たり四半期純利益金額
　　又は四半期純損失金額（△）

△0円69銭 2円47銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(千円)

△5,983 21,330

   普通株主に帰属しない金額　　　　　　　(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額
　　又は四半期純損失金額（△）　　　　　　(千円)

△5,983 21,330

   普通株式の期中平均株式数　　　　　　　(千株) 8,614 8,613
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間については、１株当たり

四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため、当第１四半期連結累計期間については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月８日

東洋電機株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   渡   辺   眞   吾   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   髙   橋   浩   彦   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋電機株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋電機株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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